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(57)【要約】
【課題】　ＰＣＶバルブが開故障した際に発生する、ブ
ローバイガス還元通路を通って増加する吸入空気により
、機関トルクが通常時と比較して増加方向になってしま
うという問題に対して、燃焼室に近い吸気弁を直接制御
することにより、吸入空気量を調整する手段を提供する
こと。
【解決手段】　ＰＣＶバルブ２７が故障したと判断され
た場合において、吸気圧力センサー３０によって読み取
った吸気圧力と、あらかじめ持っている吸気圧力に応じ
たＰＣＶバルブ開度のテーブルを参照し、ＰＣＶバルブ
が開故障している場合には、吸気弁のリフト量が小さく
なる方向へ制御を行う。
【選択図】図９
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　吸気通路のスロットルバルブ上流位置とクランクケースとを連通する新気導入通路と、
吸気通路のスロットルバルブ下流位置とクランクケースとを連通するブローバイガス還元
通路と、上記ブローバイガス還元通路に介装されブローバイガスの流量を調整するＰＣＶ
バルブと、を有する内燃機関の吸入吸気量制御装置において、上記ＰＣＶバルブが開故障
した場合に、上記ブローバイガス還元通路を通って増加する吸入空気を抑制するように吸
気弁を閉じ側に制御することを特徴とする内燃機関の吸入空気量制御装置。
【請求項２】
　過給機を有する内燃機関の吸入空気量制御装置において、上記新気導入通路は、吸気通
路の過給機上流位置とクランクケースとを連通することを特徴とする請求項１に記載の内
燃機関の吸入空気量制御装置。
【請求項３】
　上記内燃機関の吸入吸気量制御装置において、上記ＰＣＶバルブが開故障した場合に、
ブローバイガス還元通路を通って増加する吸入空気量に応じて吸気弁を閉じ側に制御する
ことを特徴とする請求項１又は２に記載の内燃機関の吸入空気量制御装置。
【請求項４】
　上記ＰＣＶバルブが開故障した場合に、吸気弁を小リフトに制御することで、増加する
吸入空気量を抑制することを特徴とする請求項１～３に記載の内燃機関の吸入空気量制御
装置。
【請求項５】
　上記ＰＣＶバルブが開故障した場合に、吸気弁を小作動角に制御することで、増加する
吸入空気量を抑制することを特徴とする請求項１～４に記載の内燃機関の吸入空気量制御
装置。
【請求項６】
　上記ＰＣＶバルブが開故障した場合に、吸気弁の閉弁時期を下死点付近から離れる側に
遅進制御させることで、増加する吸入空気量を抑制することを特徴とする請求項１～５に
記載の内燃機関の吸入空気量制御装置。
【請求項７】
　上記ＰＣＶバルブが開故障した場合に、スロットルバルブ下流の吸気通路内の圧力から
上記ＰＣＶバルブの故障開度を推定する手段を有することを特徴とする請求項１～６に記
載の内燃機関の吸入空気量制御装置。
【請求項８】
　上記ＰＣＶバルブの故障開度を推定する手段は、内燃機関のアイドリング時に行うこと
を特徴とする請求項７に記載の内燃機関の吸入空気量制御装置。
【請求項９】
　上記ＰＣＶバルブに送信したバルブ開閉信号の変化に対して、スロットルバルブ下流の
吸気通路内の圧力変化が所定値より小さいときには、上記ＰＣＶバルブが開故障している
と判定する手段を有することを特徴とする請求項１～８に記載の内燃機関の吸入空気量制
御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内燃機関の燃焼室からクランクケースに漏出したブローバイガスを還元する
通路に介装された、流量制御のためのＰＣＶバルブを備えた内燃機関の吸入吸気量制御装
置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、燃焼室内からピストンとシリンダ壁の間隙を通ってクランクケースに漏れ出
るブローバイガスは、そのまま大気に開放すると大気汚染の原因になるため、吸気通路へ
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還元し、再度燃焼室で燃やすことで処理を行うクランクケースベンチレーションシステム
の装着が知られている。特許文献１では、これらブローバイシステムの故障時の課題につ
いて解決を図っている。すなわち、ブローバイガスの大気中への放出や内燃機関に対する
悪影響を低減するために、ＰＣＶバルブを含むブローバイガス通路の異常を検出した場合
に、内燃機関の制御系の各種処理を不履行とする装置が知られている。これにより、ブロ
ーバイガス通路の異常状態が影響する内燃機関の制御系の各種処理を回避すること、例え
ば燃料系システムの故障診断を禁止する等を行うことで、内燃機関に対する制御処理の信
頼性を向上させている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平１０－１８４３３６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１に示された発明では、ＰＣＶバルブが開故障した時に新気が
過剰に内燃機関に流入し、機関トルクが増加方向になってしまうという問題に対して答え
られていなかった。
【０００５】
　本発明は、上記問題に着目してなされたもので、ブローバイ配管に介装されたＰＣＶバ
ルブが開故障した場合に、吸入空気量を好適に制御し、内燃機関をコントロールできるよ
うにするための吸入空気量制御装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するため、本発明における内燃機関の吸入空気量制御装置では、吸気通
路のスロットルバルブ上流位置とクランクケースとを連通する新気導入通路と、吸気通路
のスロットルバルブ下流位置とクランクケースとを連通するブローバイガス還元通路と、
上記ブローバイガス還元通路に介装されブローバイガスの流量を調整するＰＣＶバルブと
、を備えている。そして、上記ＰＣＶバルブが開故障した場合に、上記ブローバイガス還
元通路を通って増加する吸入空気を抑制するように、吸気弁を閉じ側に制御することを特
徴としている。
【発明の効果】
【０００７】
　この発明によれば、ブローバイガス還元通路の吸気通路との接続部よりも下流にある、
吸入空気量を抑制することが可能な吸気弁により、ＰＣＶバルブが、開故障した時にブロ
ーバイガス還元通路を通って新気が流入し、機関トルクが増加方向になるのを改善するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明の実施形態を示す全体構成概略図である。
【図２】本発明における可変動弁機構の構成説明図である。
【図３】リフト・作動角可変機構の要部断面図である。
【図４】リフト・作動角可変機構によるリフト・作動角の特性変化を示す図である。
【図５】位相可変機構によるバルブリフト特性の位相変化を示す特性図である。
【図６】吸気弁リフト特性を示す特性図である。
【図７】作動角及び位相を変化させたときの吸気弁の閉弁時期概略図である。
【図８】本発明の制御システム全体図である。
【図９】実施例１に係る内燃機関の吸入空気量制御フローチャートである。
【図１０】ＰＣＶバルブが正常時のＰＣＶバルブ制御デューティーの変化とコレクター１
４内の吸気圧力の変化を示す。
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【図１１】ＰＣＶバルブが故障時のＰＣＶバルブ制御デューティーの変化とコレクター１
４内の吸気圧力の変化を示す。
【図１２】ＰＣＶバルブ開固着判定の閾値を示す。
【図１３】実施例２に係る内燃機関の吸入空気量制御フローチャートである。
【図１４】実施例３における内燃機関の吸入空気量制御フローチャートである。
【図１５】ＰＣＶバルブの故障開度推定をアイドリング時に行う場合のフローチャートで
ある。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、本発明の内燃機関の吸入空気量制御装置を実現する好ましい形態を、図面に示す
実施例に基づいて説明する。
【実施例】
【００１０】
　図１は、実施例における内燃機関の吸入空気量制御装置におけるハード系の全体構成を
示す概略図である。
【００１１】
　図１において、内燃機関１の吸気系では、図示せぬ外気導入ダクトから導かれた空気が
、吸気通路１１内に配置された、スロットルバルブ１３、コレクター１４、インテークマ
ニホールド１５、吸気ポート１７、そして吸気弁１８を通って各気筒の燃焼室２０内に導
入され、インジェクタ１６から噴射供給された燃料と混合される。また、内燃機関１の排
気系では、燃焼室２０からの排気ガスが排気弁２１から排気ポート２２、排気通路２３を
通って図示せぬ三元触媒コンバータにより浄化され大気に放出される。上記コレクター１
４には吸気圧センサー３０が配置されている。更に、本実施例では、吸気通路の途中に吸
気の過給を行うスーパーチャージャー９が、スロットルバルブ１３の上流側に設けられ、
吸気を冷却するインタークーラ１０、そして、スーパーチャージャーをバイパスするバイ
パス通路と、バイパス通路上に設けられバイパス通路の開閉又は開度を走行状態により制
御するバイパスバルブ５を備えている。
【００１２】
　一方、内燃機関１の各気筒の燃焼行程に伴って燃焼室２０内からピストン２及びシリン
ダ壁３の間隙を通ってクランクケース４内に漏出されるブローバイガスは、クランクケー
ス４の上部から図示せぬ連通路を通って内燃機関１のヘッドカバー６に導かれる。このヘ
ッドカバー６の上部は、新気導入通路２５を介してスーパーチャージャー上流の吸気通路
１１と接続され、また、ブローバイガス還元通路２６を介してスロットルバルブ下流のコ
レクター１４と接続されている。このブローバイガス還元通路２６の途中にはブローバイ
ガス還元流量制御バルブであるＰＣＶ（Ｐｏｓｉｔｉｖｅ　Ｃｒａｎｋｃａｓｅ　Ｖｅｎ
ｔｉｌａｔｉｏｎ）バルブ２７が配置されている。
【００１３】
　このＰＣＶバルブ２７は、ステップモータ又はデューティーソレノイドによって駆動さ
れ、電気的信号により開度が変化する電子制御によりコントロールされる流量制御バルブ
である。ＰＣＶバルブ２７が正常な状態時においては、以下のように制御される。
【００１４】
　例えばアイドル時のように、スロットルバルブ１３の上流の吸気通路が大気圧で、スロ
ットルバルブ１３の下流にあるコレクター内が大気圧と比較して負圧の時には、新気を新
気導入通路２５より取り込み、クランクケース４、そしてＰＣＶバルブ２７を通過してブ
ローバイガス還元通路２６からコレクター１４へ戻される。この場合には、スロットルバ
ルブ１３前後での差圧が大きいため、ブローバイガス還元量を抑えるようにＰＣＶバルブ
２７開度を比較的小さく制御する。また、緩加速時のようにコレクター内の負圧が小さい
ときには、ＰＣＶバルブ２７の開度を大きくすることで、同様に流れるブローバイガス還
元量を比較的大きくなるように制御している。
【００１５】
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　一方、本実施例のような過給機を搭載した内燃機関の急加速時のように、コレクター内
が大気圧と比較して正圧の場合には、過給機上流側が大気圧で下流側が正圧となり、上記
アイドル時や緩加速時とは異なり、コレクター１４内は正圧になる。そこで、このような
過給時においては、新気の導入をコレクター１４から取り、ブローバイ還元通路２６から
ＰＣＶバルブ２７を通してクランクケース４内に導き、新気導入通路２６から過給機上流
側へ戻していく。この場合、ブローバイガスの流れがコレクター１４内が負圧のときと比
べて逆になるため、いわゆる逆流システムと呼ばれている。
【００１６】
　図２に、本実施例の内燃機関に搭載されている可変動弁機構を示す。本機構は吸気弁１
８の上方に設置される。この可変動弁機構は、吸気弁１８のリフト量及び作動角を変化さ
せるリフト・作動角可変機構５０とそのリフトの中心角の位相（クランク軸７に対する位
相）を進角もしくは遅角させる位相可変機構７０とが組み合わされて構成されている。
【００１７】
　図３に、リフト・作動角可変機構の概略図を示す。なお、代表的な各部位の機構は分節
して後述する。リフト・作動角可変機構５０は、シリンダーヘッド８に図示せぬバルブガ
イドを介して摺動自在に設けられた吸気弁１８と、シリンダヘッド８上部のカムブラケッ
ト５１に回転自在に支持された中空状の駆動軸５２と、この駆動軸５２に、圧入等により
固定された偏心カム５３を持つ。また、駆動軸５２の上方位置に同じカムブラケット５１
に回転自在に支持されるとともに駆動軸５２と平行に配置された制御軸５４と、この制御
軸５４の偏心カム部５５に揺動自在に支持されたロッカアーム５６と、各吸気弁１８の上
端部に配置されたバルブリフタ５７に当接する揺動カム５８と、を備えている。偏心カム
５３とロッカアーム５６とはリンクアーム５９によって連係されており、ロッカアーム５
６と揺動カム５８とは、リンク部材６０によって連係されている。
【００１８】
　駆動軸５２は、後述するように、図示せぬタイミングチェーンないしはタイミングベル
トを介して機関のクランク軸７によって駆動されるものである。
【００１９】
　偏心カム５３は、円形外周面を有し、該外周面の中心が駆動軸５２の軸心から所定量だ
けオフセットしているとともに、この外周面に、リンクアーム５９の環状部５９ａが回転
可能に嵌合している。
【００２０】
　ロッカアーム５６は、略中央部が偏心カム部５５によって支持されており、その一端部
に、リンクアーム５９の延長部５９ｂが連係しているとともに、他端部に、リンク部材６
０の上端部が連係している。偏心カム部５５は、制御軸５４の軸心から偏心しており、従
って、制御軸５４の角度位置に応じてロッカアーム５６の揺動中心は変化する。
【００２１】
　揺動カム５８は、駆動軸５２の外周に嵌合して回転自在に支持されており、側方へ延び
た端部５８ａに、リンク部材６０の下端部が連係している。この揺動カム５８の下面には
、駆動軸５２と同心状の円弧をなす基円面６１ａと、該基円面６１ａから端部５８ａへと
所定の曲線を描いて延びるカム面６１ｂと、が形成されており、これらの基円面６１ａな
らびにカム面６１ｂが、揺動カム５８の揺動位置に応じてバルブリフタ５７の上面に当接
するようになっている。
【００２２】
　すなわち、基円面６１ａはベースサークル区間として、リフト量が０となる区間であり
、揺動カム５８が揺動してカム面６１ｂがバルブリフタ５７に接触すると、徐々にリフト
していくことになる。なお、ベースサークル区間とリフト区間との間には若干のランプ区
間が設けられている。
【００２３】
　制御軸５４は、一端部に設けられたリフト・作動角制御用油圧アクチュエータ８０によ
って所定回転角度範囲内で回転するように構成されている。このアクチュエータ８０への
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油圧供給は、機関コントロールユニット（ＥＣＵ：Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　Ｃｏｎｔｒｏ
ｌ　Ｕｎｉｔ、以下ＥＣＵと呼ぶ）４０からの制御信号に基づき、図８における第１油圧
制御部８２によって制御されている。なお、リフト・作動角制御用油圧アクチュエータ８
０は、このリフト・作動角制御用油圧アクチュエータ８０の駆動油圧がＯＦＦの条件にお
いて、吸気弁１８を小リフト・小作動角側に付勢するよう構成されている。
【００２４】
　以上の構成により、リフト・作動角制御用油圧アクチュエータ８０を作動させることで
吸気弁開閉時期と弁リフト量を制御できるようになる。バルブ・リフト特性は、図４に示
すように、連続的に変化する。つまり、リフト並びに作動角を、両者同時に、連続的に拡
大、縮小させることが出来る。特に、図４に示すものにおいては、リフト・作動角の大小
の変化に伴い、吸気弁１８の閉時期と開時期とがほぼ対称に変化する。リフト・作動角変
更機構５０としては、油圧式のものに限られず、電磁式アクチュエータを利用したものな
ど、種々の構成が可能である。
【００２５】
　次に、位相可変機構７０は、図２における、駆動軸５２の前端部に設けられたスプロケ
ット７１と、このスプロケット７１と駆動軸５２とを、所定の角度範囲内において相対的
に回転させる位相制御用油圧アクチュエータ８１と、から構成されている。スプロケット
７１は、図示せぬタイミングチェーンもしくはタイミングベルトを介して、クランク軸７
に連動している。位相制御用油圧アクチュエータ８１への油圧供給は、ＥＣＵ４０からの
制御信号に基づき、図８における第２油圧制御部８３によって制御されている。
【００２６】
　以上の構成により、この位相制御用油圧アクチュエータ８１への油圧制御によって、ス
プロケット７１と駆動軸５２とが相対的に回転し、図５に示すように、リフト中心角が遅
進する。つまり、リフト特性の曲線自体は変わらずに、全体が進角もしくは遅角する。ま
た、この変化も、連続的に得ることができる。位相可変機構７０としては、油圧式のもの
に限られず、電磁式アクチュエータを利用したものなど、種々の構成が可能である。
【００２７】
　これらリフト・作動角可変機構５０及び位相可変機構７０から成る可変動弁機構の作動
により、図６に示す吸気弁１８のリフト特性を連続的に実現でき、吸気弁１８を用いた吸
入吸気量の抑制が可能となる。
【００２８】
　図７は作動角及び位相を変化させたときの吸気弁の閉時期概略図である。図７の左図は
、通常運転時の吸気弁閉弁時期であり、下死点を過ぎた辺りに吸気弁の閉時期が設定され
ている。一方、右上図は、吸気弁の中心角を進角かつ作動角を小さくして吸気弁閉時期を
進角させることで吸入空気量を抑制した場合の一例である。また、右下図は、吸気弁の中
心角を遅角かつ作動角を大きくして吸気弁閉時期を遅角させることで吸入空気量を抑制し
た場合の一例である。つまり、このようにリフト・作動角可変機構５０と位相可変機構７
０の双方を組み合わせることにより、またどちらか一方であっても、吸気空気量を吸気弁
１８で好適に制御することが可能となる。
【００２９】
　図８は、本願発明の吸気弁制御システム全体構成を示す説明図であって、上記可変動弁
機構と電子制御ＰＣＶバルブを組み合わせたものである。ＥＣＵ４０は、図示せぬ周知の
中央処理装置としてのＣＰＵ、制御プログラムを格納したＲＯＭ、各種データを格納する
ＲＡＭ、バックアップＲＡＭ、入出力回路、及びそれらを接続するバスライン等からなる
論理演算回路として構成されている。このＥＣＵ４０には、吸気圧センサー３０からコレ
クター１４内部の圧力に関する信号が、ポジションセンサー３２から図示せぬリングギア
の位置情報に関する信号が、スロットルバルブ開度センサー３３からスロットルバルブ１
３の位置情報が入力されている。そして、ＥＣＵ４０からは、ＰＣＶバルブ２７や、先ほ
ど述べた吸気弁１８の作動角やリフト量を制御する第１油圧制御部８２、吸気弁１８の作
動タイミングを制御する第２油圧制御部８３へ、駆動制御信号が出力される。
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【００３０】
　ここで、ＰＣＶバルブ２７の開故障とは、ＰＣＶバルブへの異物噛み込み等により本来
全閉になるべき状況において物理的に閉まらなくなり開状態になってしまう故障や、内部
の電磁バルブが何らかの影響で腐食し化学的に固着してしまう故障や、電磁バルブのステ
ップモータやデューティーソレノイドの駆動電流が不通になった場合に電気的に制御不能
となり固着してしまう故障等を含む現象をいう。
【００３１】
　従来、ＰＣＶバルブ２７が開状態で故障すると、本来吸入空気量を制御するはずのスロ
ットルバルブを通過しないバイパス空気が新気導入通路２５からクランクケース４、ブロ
ーバイガス還元通路２６を通って、コレクター１４へ入り込んでしまう。そのため、空気
量がスロットルバルブ１３により適切にコントロールされないことに起因する、空気量過
多な状況が発生し、機関トルクが増加方向になってしまうという問題が発生するおそれが
ある。そこで、本発明の制御により課題を解決することになる。
【００３２】
　次に、実施例１に係る内燃機関の吸入空気量制御に用いる吸気弁１８の制御について、
図９のフローチャートにて説明する。
【００３３】
　ステップ１（図９にはＳ１と記してある。以下同様）では、まず、コレクター１４内の
吸気圧力を吸気圧力センサー３０にて読み込む。ステップ２では、ＰＣＶバルブ２７の故
障判定を行う。故障判定については以下に、図１０から図１２を用いて説明する。
【００３４】
　図１０は、ＰＣＶバルブ２７が正常時のＰＣＶバルブ制御デューティーの変化とコレク
ター１４内の吸気圧力の変化を示す。スロットルバルブ１３はある一定の場合において、
横軸を時間としたときに、ＰＣＶバルブ２７の制御デューティー値（又は比）が大から小
に変化すると、ブローバイ通路が閉じられる方向へと変化するため、図１における新気導
入通路２５を通ってクランクケース４に流入、そして、コレクター１４に流出する空気が
減少する。これにより、スロットルバルブ１３をバイパスする形で空気が入らなくなるこ
とによって、コレクター１４内の負圧は上昇する。
【００３５】
　一方、図１１はＰＣＶバルブ２７が故障時のＰＣＶバルブ制御デューティーの変化とコ
レクター１４内の吸気圧力の変化を示す。上記同様、スロットルバルブ１３はある一定の
前提において、ＰＣＶバルブ２７の制御デューティー値（又は比）が大から小に変化した
場合であっても、コレクター１４内の吸気圧力の変化は無い。これは、ＰＣＶバルブ２７
に制御信号が送られても、上述したＰＣＶバルブ２７の故障の影響で、ＰＣＶバルブ開度
は不変のままであり、吸気圧力に変化は起こらないことを意味する。
【００３６】
　図１２は、図１０及び図１１から得られたＰＣＶバルブの故障判定の閾値を表したもの
である。ＰＣＶバルブのデューティー変化に対して吸気圧力変化が所定値よりも下にある
場合には、ＰＣＶバルブ２７が異常すなわち故障している状態であると判定を行う。
【００３７】
　図９に戻って、ステップ３では、ＰＣＶバルブ２７が開故障していると判定された場合
に、コレクター１４内の吸気圧力からＰＣＶバルブの故障開度推定を行う。ここでは、あ
らかじめ吸気圧力に応じて決まるＰＣＶバルブ開度を記憶させたテーブルを参照し、吸気
圧力から故障時のＰＣＶバルブ開度を推定する。具体的には、各スロットル開度毎に、Ｐ
ＣＶバルブの故障開度に対応する吸気圧力を示したテーブルを記憶しておき、該テーブル
に基づき吸気圧力が大きいほど、ＰＣＶバルブの開度が大きい状態で開故障していると判
断する。参照するテーブルは、内燃機関の回転数、負荷、バルブのタイミング等に応じて
記憶させることもできる。
【００３８】
　ステップ４では、ＰＣＶバルブ２７の故障開度に応じて内燃機関の各シリンダーの吸気
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ポート１７に配置された吸気弁１８のリフト量を変更させる。具体的には、ＰＣＶバルブ
２７が故障の時は、運転条件が同じで要求吸気量が同じ場合であっても、吸気弁のリフト
量を、故障していない時に比べて小さくする。また、ＰＣＶバルブ２７の故障開度が大き
いほど、吸気弁のリフト量をより小さく制御をする。すなわち、図４におけるリフト量が
小さい方向への制御を行う。
【００３９】
　以上のように、ステップ１及び２がＰＣＶバルブ２７が開故障していると判定する手段
であり、ステップ３がＰＣＶバルブの故障開度を推定する手段であり、そして、ステップ
４が燃焼室に流入する吸入空気を抑制する手段に相当する。このように、バイパスされて
流入する吸気量をコントロールするために、吸気弁１８の開度を閉じ側に制御することに
したので、ＰＣＶバルブ２７が開故障した際に生じる新気の過剰な供給を抑制することが
できる。また、スロットルバルブ１３と比較すると、内燃機関の燃焼室により近い位置で
吸入空気量を制御することができるため、より早く空気量の補正を行うことが可能である
。
【００４０】
　図１３は、実施例２に係る内燃機関の吸入空気量制御のフローチャートである。ＰＣＶ
バルブ開度の予測結果により吸気弁の作動角を小さくすることで吸入空気量を抑制するフ
ローチャートを示してある。ステップ１から３は図９における実施例と同じである。ステ
ップ４において、吸気弁１８を小作動角にする。上述の通り、バイパスされて流入する吸
気量をコントロールするために吸気弁１８を制御することで、ＰＣＶバルブ２７が開故障
した際に生じる新気の過剰な供給を抑制することができる。また、スロットルバルブ１３
と比較すると、内燃機関の燃焼室により近い位置で吸入空気量を制御することができるた
め、より早く空気量の補正を行うことが可能である。吸気弁１８の閉時期の変更と合わせ
た実施例における作動角概略図は、前出の図７の通りである。
【００４１】
　図１４には、実施例３における内燃機関の吸入空気量制御である。ＰＣＶバルブ開度の
推定結果に応じて、吸気弁の閉弁時期を下死点から離れる側に吸気弁の閉時期を変更する
ことで吸入空気量を抑制するフローチャートを示してある。ステップ１から３は図９にお
ける実施例と同じである。ステップ４において、吸気弁１８の閉弁時期を運転状態によっ
て決まる所定値に対して、下死点から離れる側に弁の閉時期を変更する。上述の通り、バ
イパスされて流入する吸気量をコントロールするために吸気弁１８を制御することで、Ｐ
ＣＶバルブ２７が開故障した際に生じる新気の過剰な供給を抑制することができる。また
、スロットルバルブ１３と比較すると、内燃機関の燃焼室により近い位置で吸入空気量を
制御することができるため、より早く空気量の補正を行うことが可能である。吸気弁１８
のバルブ作動角の変更と合わせた実施例における概略図は、前出の図７の通りである。
【００４２】
　なお、各実施例におけるＰＣＶバルブ２７の故障開度推定は、図１５に一例を示すよう
に、内燃機関の回転数・負荷の安定するアイドリング時に行うことが開度推定の精度上、
それ以外の運転状態の時と比べて、より好ましい。　
【００４３】
  また、実施例はスーパーチャージャー式の過給機の例を示したが、ターボチャージャー
過給機でも構わない。更には、過給機無しの自然吸気式の内燃機関でも構わない。他方、
ＰＣＶバルブ２７は、電子制御によるものだけではなく、機械式のＰＣＶバルブでも構わ
ない。
【符号の説明】
【００４４】
１　内燃機関
２　ピストン
３　シリンダ壁
４　クランクケース
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５　バイパスバルブ
６　ヘッドカバー
７　クランク軸
８　シリンダヘッド
９　スーパーチャージャー
１０　インタークーラ
１１　吸気通路
１３　スロットルバルブ
１４　コレクター
１５　インテークマニホールド
１６　インジェクタ
１７　吸気ポート
１８　吸気弁
２０　各気筒の燃焼室
２５　新気導入通路
２６　ブローバイガス還元通路
２７　ＰＣＶバルブ
３０　吸気圧センサー
４０　機関コントルールユニット（ＥＣＵ）
５０　リフト・作動角可変機構
７０　位相可変機構
８０　リフト・作動角制御用油圧アクチュエータ
８１　位相制御用油圧アクチュエータ
８２　第１油圧制御部
８３　第２油圧制御部



(10) JP 2010-242547 A 2010.10.28

【図１】



(11) JP 2010-242547 A 2010.10.28

【図２】



(12) JP 2010-242547 A 2010.10.28

【図３】



(13) JP 2010-242547 A 2010.10.28

【図４】

【図５】



(14) JP 2010-242547 A 2010.10.28

【図６】

【図７】



(15) JP 2010-242547 A 2010.10.28

【図８】



(16) JP 2010-242547 A 2010.10.28

【図９】



(17) JP 2010-242547 A 2010.10.28

【図１０】

【図１１】

【図１２】



(18) JP 2010-242547 A 2010.10.28

【図１３】



(19) JP 2010-242547 A 2010.10.28

【図１４】



(20) JP 2010-242547 A 2010.10.28

【図１５】



(21) JP 2010-242547 A 2010.10.28

フロントページの続き

Ｆターム(参考) 3G015 AA05  AA13  BD13  BD23  BD28  CA05  CA16  FB01 
　　　　 　　  3G092 AA11  AA18  BA02  DA01  DA05  DB02  DF01  EA02  FA41  FB03 
　　　　 　　        FB05  HA05Z HA13Z


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

